予算要求資料
平成29年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：公害対策費　　　
	事業名　新リニア中央新幹線騒音調査費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　環境生活部　環境管理課　大気環境係　電話番号：058-272-1111（内2832）

　　　　　　　　　E-mail：c11264@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　8,197千円（前年度予算額：      0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	8,197
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,197

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・　平成39年に東京・名古屋間をリニア中央新幹線が開通する予定であるが、当県においては、当該列車が県東部の地上部を走行するため、その沿線について騒音に関する環境基準の地域類型※の指定が必要である。
※　騒音に係る環境上の条件について生活環境を保全し、人の健康の保護に資する上で維持されることが望ましい基準であり、新幹線騒音については、地域類型Ⅰ（70デシベル以下）又はⅡ（75デシベル以下）とされている。

・　リニア新幹線は従来の新幹線と異なる仕組みで走行するため、従来の新幹線鉄道騒音のデータを流用できず、新たに騒音を調査する必要がある。

（２）事業内容

・　リニア中央新幹線騒音に関する環境基準の地域類型指定に向けてその資料とするために、リニア実験線において走行時の実騒音を測定し、県内を走行した場合の騒音レベルを予測する。

・　県内のリニア中央新幹線地上走行予定地域の現況を把握するため、一般環境騒音等を測定する。
・　上記測定調査結果を踏まえ、環境審議会での検討を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

県10／10

（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	95
	有識者謝金

	旅費
	559
	職員連絡調整等旅費、有識者旅費

	需用費
	38
	自動車用燃料費等

	委託料
	7,447
	リニア中央新幹線に係る騒音調査業務委託料

	その他
	58
	高速道路使用料（沿線市町村との連絡調整用）

	合計
	8,197
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
特になし
（２）国・他県の状況
・　他の沿線都県のうち、管轄する区域内にリニア中央新幹線の地上走行地域を有し、騒音に係る地域類型を指定する必要があるのは、神奈川県、山梨県、長野県である。

・　このうち、長野県は騒音調査未実施であるが、山梨県、神奈川県は調査実施済みであり、平成29年度に地域類型を指定する予定である。
（３）後年度の財政負担
・　単年度で調査終了の予定である。
（４）事業主体及びその妥当性

・　騒音の調査、測定及び騒音予測業務については、専門スキルを有する事業者に委託することが効果的である。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　リニア中央新幹線の開通に備え、適切な環境基準の設定及び類型指定を実施することにより、県民（沿線住民）の健康を保護し、生活環境の保全に寄与する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	開通前のリニア中央新幹線に係る騒音の環境基準の設定及び地域類型の指定のための現状調査であり、指標の設定に適さない。



（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	環境基本法に基づく環境基準の地域類型の適切な設定が、生活環境の保全の確保につながるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	地域の実情に応じた適切な基準を設定することが求められる。

また、リニア中央新幹線の沿線となる予定の他都県との類型指定に係る情報交換が必要である。



（次年度の方向性）
	平成30年度中に地域類型の指定（告示）を行う予定である。


